
令和８年度９月補正

支出科目 款：総務費　  項：総務管理費  　目：財産管理費　　　　　　　　　
担当課 財政課

事業名 財政調整基金積立金・減債基金積立金（単県）

目　的

　地方財政法の規定に基づき、令和７年度決算剰余金の一部を財政調整基金へ積み立てる。
　また、令和７年度県税決算見込みを踏まえ、将来の普通交付税の精算措置に備えるため、必要な額を減債基金に積
み立てる。

《令和７年度決算の概要》 （単位：百万円）

区　　分
歳　　入

①

歳　　出

②

歳入歳出
差引額

（①－②）③

翌年度への
繰越財源

④

実質収支
③－④

要求額

令和７年度 1,128,279 1,111,430 16,850 9,337 7,513

4,592,303

事業説明

　事業内容

（単位：千円）

内　　　　容 現計予算額

財産収入 繰入金 諸収入

財政調整基金
積   立   金

　地方財政法の規定に基づき、令和７年度決算剰余金
の一部を財政調整基金へ積み立てる。

《積立額》
 ・令和７年度決算剰余金　 7,513百万円の2分の1以上

―

0 0 0

事業費　（単位：千円）

事 業 費
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

0 0 0

県債 一般財源

要 求 額 7,292,303 0 0 0

現 計 予 算 額 0 0 0 0 0 0

減債基金積立金
 令和７年度県税決算見込みを踏まえ、普通交付税の精
算分として減債基金へ積み立てる。

― 2,700,000

合　　　　計 ― 7,292,303

0 7,292,303



令和８年度９月補正

款：商工費　項：工鉱業費　目：工鉱業振興費 　　　
担当課 自動車・新産業課

（単位：千円）

内　　　　容 現計予算額 要求額

造船産業の調査・分析
及び支援計画の策定

○多様なステークホルダーによる意見交換の場（プ
ラットフォーム）の設置
○造船産業の構造及び課題の可視化
○補助金等、各種支援制度における最適な活用策の整
理及び活用促進
○県における効果的な支援方針の検討

―
（債務20,240）

17,563

財　　　　源　　　　内　　　　訳

（債務20,240 20,240)

17,563 0 0 0 0 0 265 0 17,298

支出科目

事業名 造船クラスター形成支援事業（単県）【新規】

目　的

　国の掲げる建造能力拡大（2035年目標）に対応できる基盤の確立に向け、県内造船関連事業者等が意見交換できる
場を設置するとともに、造船関連産業における構造的課題の洗い出しから、適切な国の補助金等の活用へつなげる計
画の策定までを支援することにより、サプライチェーン全体の生産性等を最適化し、県内造船業の競争力強化を図
る。

事業説明

　対象者

　県内造船関連事業者等

　事業内容

成果目標

事業費　（単位：千円）

事 業 費 国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

要 求 額

現 計 予 算 額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

○ ビジョンの施策領域：産業イノベーション
○ 取組の方向：基幹産業であるものづくり産業の更なる進化
○ 事業目標：プラットフォームの設置・運営
　　　　　   本県の造船産業に関する構造的な課題等の整理



 

 

公共事業 

１ 趣旨 

令和８年６月の大雨等により被災した施設の災害復旧事業や緊急的に対応が必要な

箇所の整備を実施する。 

 

２ 予算規模 ５７４百万円 
 

（単位：百万円）  
 

区 分 
現計予算額 

A 

９月補正 

要求額 

B 

補正後 

予算額

C(A+B) 

９月補正の 

主な事業内容 

補 助 公 共 10,108 126 10,234  

 

 
う ち 治 山 事 業 2,103 126 2,229 治山施設の整備 

災 害 復 旧 2,702 448 3,150  

 う ち 補 助 事 業 2,692 448 3,140 農地・農業用施設の復旧 

（合計） 12,810 574 13,384  

※９月補正の要求がある区分のみを計上。 

 

農林水産局 



令和８年度９月補正

※国庫支出金のうち、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（48,523千円）

○広島空港の利用促進に係る活動を展開する協議会の活動経
費の一部を負担
　【広島空港振興協議会】
　　ア　構成団体：県、市町、空港運営権者、
        経済団体及び各業界団体等(全41団体)
　　イ　主な活動：広島空港の航空需要の喚起や
        二次交通の利便性向上に向けた情報発信
        等、空港振興のための各種活動を官民一
        体となって展開

159,809 48,523合　　 　　計

7,046 ―

50,000 ―
広島空港振興
協議会負担金

○空港アクセスの既存路線の維持・強化に向けた関係者によ
る検討会議の運営
　関係者：県、市、空港運営権者、交通事業者等

空港アクセス
利便性向上

90,263 48,523

7,497 ―

国際航空ネット
ワーク拡充

○国際定期路線の新規就航等に伴う航空会社への支援
  （空港業務の委託経費に係る人件費高騰分の一部）
　 ※韓国・仁川線に新規就航する航空会社への支援の追加

○空港アクセスの路線拡充に向けた市場分析等に必要な経費
の一部を負担
　負担割合：県1/2、空港運営権者1/2

現 計 予 算 額

事 業 費

48,523

159,809

　事業内容

要 求 額

0 0 55,003

48,523 0 0 0

90,263 0

支出科目 款：土木費　  項：空港費　  目：航空対策費
担当課 空港振興課

事業名 空港振興事業（国庫）

目　的

　空港運営権者や関係機関と連携し、広島空港の航空ネットワークの拡充や空港アクセスの利便性向上等に取り組む
ことにより、国内外のビジネス、観光等の交流を拡大するとともに、県民の利便性を高める。

事業説明

　対象者

　広島空港利用者、航空会社、アクセス事業者

県債 一般財源

0 0

成果目標

○ビジョンの施策領域：交流・連携基盤
○取組の方向　　　　：世界とつながる空港機能の強化
○事業目標　　　　　：エアポートセールスを行った各航空会社の新規就航・増便意向の上昇 （R8目標）20％以上
　　　　　　　　　　　県民の空港利用意向 （R8目標）対前年度同等以上
　　　　　　　　　　　空港アクセスルート数 （R7実績）13ルート（R8目標）13ルート
　　　　　　　　　　　既存空港アクセスルートの利用者数 （R7実績）145万人/年（R8目標）142万人/年

事業費　（単位：千円）

財　　　　源　　　　内　　　　訳
国　庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入

0 0 14,543

0 0

（単位：千円）

内　　　　容 現計予算額 要求額

5,003 ―
エアポート
セールス

○空港運営権者と連携した航空会社等へのセールス活動



 

公共事業 

１ 趣旨 

（１）  令和８年度当初予算の補助公共事業及び直轄事業負担金の内示結果を踏まえ、当初予

算を上回る内示となったものについて予算整理を実施する。 

（２）  令和８年６月の大雨等により被災した公共土木施設の災害復旧事業に加え、緊急度の

高い箇所の修繕工事や、地域の実情を踏まえた道路の舗装補修、河川内の堆積土除去等

を実施する。 

 

 

２ 予算規模 ５，３６２百万円  

   

  

（単位：百万円）

A Ｂ C（A+B)

43,815 2,062 45,877

道 路 18,644 574 19,218 内示増に伴う予算整理

河 川 2,637 88 2,725 内示増に伴う予算整理

砂 防 5,774 450 6,223 内示増に伴う予算整理

港 湾 4,190 950 5,140 内示増に伴う予算整理

12,245 520 12,765

河 川 1,119 125 1,244 内示増に伴う予算整理

砂 防 1,307 320 1,627 内示増に伴う予算整理

港 湾 1,317 75 1,392 内示増に伴う予算整理

31,341 1,502 32,843

道 路 16,937 774 17,711
道路法面・舗装の修繕、
除草・伐木等

河 川 6,234 489 6,723
河川内の堆積土等の除去、
護岸の修繕、伐木

砂 防 2,053 239 2,292 砂防施設の修繕等

2,963 1,278 4,241

補 助 2,863 1,178 4,041 公共土木施設の復旧

単 独 100 100 200 公共土木施設の復旧

90,365 5,362 95,726

※端数処理の都合で、合計と内訳が一致しない場合がある

※９月補正の要求がある分野のみを計上

区 分

現計
予算額

９月補正
予算額

補正後
予算額 主な内容

補 助 公 共

直 轄 事 業 負 担 金

単 独 公 共

災 害 復 旧 事 業

（合計）

 

 

土木建築局 


